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(1)第二臨調の基本答申 (昭和57年)

地方分権の推進と市議会･

1.地方分権等と議会に言及した答申､提言､報告等

地方議会について言及した政府の答申等は､昭和50年代以降をみても､臨時行政

調査会 (第二臨調-土光臨調)の基本答申以来､当初は ｢増税なき朋政再建｣の観点

に立った ｢国 ･地方を通じる行政改革｣の必要性から､｢議会の減量化 ･効率化｣とい

う視点により論じられたものであったといえる｡とりわけ､議員定数の削減､議員報

酬の適正化等がその論議の中心であった｡

その後､第二臨調の行財政改革への取り組みの成果を踏まえて､その推進状況を監

視することを目的に発足した臨時行政改革推進審議会 (第二次行革審)が､平成元年

末の答申で ｢議会活動に関する住民の関心の喚起と住民への情報提供の充実｣を提言

して以来､各種の答申､提言等に地方議会の機能や運営の在り方に関して､やや具体

的に言及した内容がみられるようになっていった｡そして､地方分権推進への道標が

明確化する中で､地方分権推進法が制定されて地方分権推進委員会が発足する等､そ

の受け皿としての地方の行政体制の整備･充実の必要性が叫ばれるようになると､｢議

会の合理化論｣はやや影をひそめていった｡つまり､地方分権を推進するに当たって

不可欠な､…義会の果たすべき役割に着目した r議会の活性化論Jの高まりであるO

(1) 第二臨調､行革審､地方制度調査会の答申･提言

(D 臨時行政調査会 (第二臨調)の基本答申

｢増税なき財政再建｣を改革の目標に掲げて､昭和56年3月に発足した臨時行

政調査会 (第二臨調)は､昭和57年7月 ｢行政改革に関する第3次答申｣(基本

答申)を取りまとめ総理大臣へ提出した｡同答申は､その中で｢地方議会の合理化｣

について特に項を設け､次のとおり述べている｡

地方議会の議員定熟については､現在､かなりの地方公共拭体が､その自主的判

断によって減数条例を制定し､議員定数を減少させており､この努力は正当に評価

されるべきであるが､なお一層の簡素化を図るべきである｡

また､これと関連して､地方議会の議員の法定定数については､各地方公共団体

における減数条例の制定状況を勘案し､地方自治の本旨と議会の機能に留意しつつ､

その見直しを検討する｡
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地方読会の議員報酬ヒっいては､議員の活動の実態､地方公共団体の実情等を考

慮して､住民の理解が得られる適正な水準にとどめるべきである｡

その趣意は､｢地方議会は､国会が国における行政改革の実行に重大な責任を有する

のと同じく､地方行政の減量化､効率化に重大な責任を有しているので､経費の節減､

道営の効率化に自発的に取り組む必要がある｣というものである｡

(2)行革審の答申 (昭和60年～平成5年)

② 臨時行政改革推進審議会 (第一次行革審)の答申

第二臨調の行財政改革への取り組みを受け､その答申内容の進捗状況を監視するこ

とを主たる目的として､昭和58年6月に発足した臨時行政改革推進審議会 (第一次

行革審)は､昭和60年7月､｢行政改革の推進方策に関する答申｣を取りまとめ､■総

理大臣へ提出した｡

同答申は､その中で特に ｢梯関委任事務の在り方｣の見直しについて､次のとおり

述べている｡

(前略)地域の実情を反映させていく趣旨から､地方議会に対して､･機関委任事務に

ついても､検閲 ･検査権及び監査請求権を新たに認める･こととする｡

また､第20次地方制度調査会も､昭和61年2月の ｢機関委任事務に係る当面の

措置についての答申｣において､同様の提言を行っている｡

これを受けて､平成3年に地方自治法が改正され､機関委任事務に対する地方議会

の関与に係る所要の措置が論じられた｡

なお､第一次行革審は昭和61年6月､｢今後における行財政改革の基本方向｣を取

りまとめ､地方議会について次のとおり述べている｡

今後とも､地方自治の本旨､議会の権能､地方行革の推進等に留意しつつ､自主的に

議員定数及び議員報酬の見直しが行われるよう期待する｡

@ 臨時行政改革推進審議会 (第二次行革審)の答申

第一次行革審に引き続き､昭和62年4月に設置された臨時行政改革推進審議会(節

二次行革審)は､平成元年 12月 ｢国と地方の関係等に関する答申｣を取りまとめ､

総理大臣へ提出したC

同答申は､｢地方議会への住民の関心の喚起等｣として特に項を設け､次のとおり述 F･

/ヾ ている｡
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地方議会の会読の公開1琴重囲liDV公開籍を推進するとともに､例えば休臥 夜間.の会

因るo

議声の定数､報酬等に関し､(略) 住民への情報提供の充実を図るOなお､臨調答申

第二臨調の基本答申以来､地方議会に言及した答申等は､｢議会の合理化 .効率化｣

の視点から論じられたものであった｡この第二次行革審の答申は､｢住民の関心の喚起

と住民への情報の提供｣という表現によって､新たに住民による ｢監視｣という視点

を加えている｡

その後､第二次行革審は､平成2年4月 ｢最終答申｣において､行政改革の主要課

題として ｢地方分権の推進｣の項を特に設け､｢地方への権限委譲等を進めて､住民に

身近な行政はできる限り､住民に身近な地方公共団体において処理されるようにする｣

等々と述べている｡

平成2年 10月には､新たな臨時行政改革推進審議会 (第三次行革審)が発足し､

引き続き行財政改革のはか､地方分権特例制度 (パイロット自治体)等について審議 ･

答申したCそして､広域連合制度､中核市制度についても提言し､第23次地方制度

調査会の審議 ･答申によってそれが具体化したのである｡

さらに､第三次行革審は平成5年 10月の｢最終答申｣において､｢地方分権の推進｣

を大項目の一つとして掲げ､①国かちの権限の移管等の推進､②自立的な地方行政体制

の確立､③地方分権に関する立法化等の推進等を提言した｡

この間､平成5年6月には､衆 ･参両議院において全会一致により､憲政史上初め

て ｢地方分権の推進に関する決議｣が採択されている｡

政府においては､第三次行革審の ｢最終答申｣や国会決議等に基づいて､平成6年2月 ･

に ｢中期行革大網｣を閣議決定し､同年5月には､行政改革推進本部に ｢地方分権部

会｣を設置して検討を進めていった｡また､全国市議会議長会など地方六団体は､平

成6年9月 ｢地方分権の推進に関する意見書｣を取りまとめ､内聞に意見具華を行うと

ともに､国会に対 して意見書を提出した(後述).

(3)第24次地方制度調査会の答申 (平成6年)
④ 地方制度調査会の答申

第24次地方制度調査会は､平成6年 11月 ｢地方分権の推進に関する答申｣に

おいて､｢地方行政体制の整備 ･確立｣の1項目として｢地方議会の改革Jを掲げ､次 一･

のとおり述べている｡
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地方公共団体の果たすべき新たな役割に対応して､地jl軍会もその本来の権能が

十分発揮できるよう､良主的な改革に取り組むべきである｡

その際､会議の公開等により､住居に開▲かれた議会皆勤を雅越していく必要があ

る｡

この答申においては､それまでの①議会の合理化 ･効率化､②住民の関心の喚起と

住民への情報の提供､という視′尉;加えて ｢その本来の権能が十分発揮できるよう､

自主的な改革に取り組むべき｣として､新たに ｢議会の活性化等への取り組みの必要

性｣という視点を明らかにしている｡

政府においては､第三次行革審の最終答申､地方六団体の意見書､第24次地方制

度調査会答申等に基づき､平成6年12月に ｢地方分権の推進に関する大網方針｣を

閣議決定 した｡そして､平成7年5月 ｢地方分権壮進法｣(平成7年7月から5年間の

時限法)が通常国会において成立した｡

∫ )

(4)地方分権推進委員会の報告･勧告 (平成8年～13年)

(2) 地方分権推進委員会の報告 ･勧告

地方分権推進法の制定に伴い､平成7年7月に発足した ｢地方分権推進委員会｣

は､以後5年間にわたり､政府が策定する地方分権推進計画作成のための具体的指

針の勧告､同計画に基づく施策の実施状況の監視等を行うことを任務としている｡

(D 申 一間 報 告

地方分権推進委員会は､平成8年3月､同委員会の地方分権の推掛こ称する基本

姿勢と検討方針を明らかにするため､｢中間報告｣を取り.まとめ総理大臣へ提出したo

同報告は､｢総論｣において ｢地方公共団体の自治責任｣として特に項を設け､地方

分権が推進されると､地方公共団休の①自主立法権 (条例制定権の範囲)の拡大､

②自主課税権の行使範囲の拡大､③監視 ･牽制 ･批判梯能の~重要性の増大､④住民
代表機能の重要性の増大がもたらされる､と指摘している｡

それに伴って､読会においても次のとおり､その責任と機能の重要性が相投に増

すと述べている｡

中央集権型行政システムから､･地方分権型行政システムに移行したときには､地方

公共団体の ｢自ら治める｣責任の範囲は飛躍的に拡大することになる｡条例制定権の

範囲が拡大し､自主課税権を行使する余地が広がることに伴い､地域住民の代表機関

として地方公共団体の最終意思の決定に与かる地位にある地方議会と首長の責任は現
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在に比べ格段に重くなる｡ (中略)

知事 ･市町村長が､｢国の擬関｣たる立場から解放され､｢地域住民の代表｣であり

｢自治体の首長｣であるという本来の立場に徹しきることができるようになるので､

知事 ･市町村長はこれまで以上に地域住民の意向に鋭敏に応答するようになる｡塾互

議会にとっても､その権能が強化され､知事 ･市町村長に対する監視 ･牽制 ･批判犠

能の重要性が増す｡ (中略)

それぞれの地方公共団体が優先して推進する政寛にはこれまで以上に大きな差異が

生 じることとなり得るが､それは究極においては地域住民自らによる選択の帰結なの

であって､これを不満とする地域住民は批判の矛先を自らが選出した地方議会と首長

に向けなければならない｡すなわち､地方自治の本旨の実現である｡

この報告は､議会の｢読決機能｣｢監視等機能｣｢代表機能｣に立脚した視点によって､

その地方分権下におけるあり得べき姿､理念を示 した最初の捷言である｡

② 第 1次 勧 告

地方分権推進委員会は､平成8年12月､搬関委任事務の廃止に伴い新たに国の関

与を残す ｢法定受託事務 (仮称)｣を定義したうえ､整理の緊急度の高い機関委任事蹄

の約3分の2を ｢自治事務 (仮称)｣とすることなどを柱とした ｢第1次勧告｣を取り

まとめ､総理大臣へ提出した.

同勧告は､.特に ｢地方議会の権限｣についての項を設け､自治事務､法定受託事柿

に対する議会権限の及ぶ範囲を示すとともに､議員定数の見直しのほか議会の ｢活性

化方策の検討の必要性｣を特に指摘するなど､次のとおり述べている0

自治事務 (仮称)については､議会の権限がすべて及ぶ｡ただし､従前の機関委任 .

事務制度の下で認められていた特別な場合の例外について引き続き検討する｡

法定受託事務 (仮称)ついてはホ検閲 .検査､監査夢求!軍資証言請求など執行願

関に対するチェック棟能及び説明請求､意見陳述などの議会の権限が､原則として及

ぶ.ただし､地方自治法施行令で定める一定の事務については､議会の権限の一部に

つき対象外とするほか､法律又はこれに基づく政令で制限を行うことを可能とする｡

また､地方自治法第96条第2項に定める艶決事項の追加 (条例によき読会の読決事

項の追加)について埠､韓律又はこねに基づく政令で定めるものに殴 り､議会の権限

が及ぶこととするO (中嶋),.

また､地方公共団体の議会の議員定数に係る規定も､今後の地方議会の在り方の検討
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とあわせて見直すもq)とする｡ ･(中略)

地方分権の推進により､地方公共団休はこれまで以上にその政策形成過程への住民

の広範な参加を促し､行政と住民との連携協力に努め､住民の期待と批判に鋭敏かつ

誠実に応答する責任を負うことになる｡そこで､地方読会の活性化方策を検討するこ

とはもとより､地方公共団体における住民参加の機会と手段を拡大し多様化させるた

めの支援措置として､現行の直接請求制度の見直しなどについて検討する必要がある｡

③ 第 2 次 勧 告

地方分権推進委員会は､平成9年7月､機関委任事務制度の廃止に伴う事務区分と

国の関与について整理するとともに､国と地方公共団体の関係についての新たなルー

ルの創設､必置規制の整理合理化､国の出先税関の見直しなどについて提言した ｢第

2次勧告｣を取りまとめ､総理大臣へ提出した｡

同勧告で特筆すべきは､その柱の一つとして地方分権の推進に対応するため ｢地方

行政体制の整備 ･確立｣を章として取り上げていることである｡その中において､特

に ｢地方議会の活性化｣の項を設けて､①読会の聯能強化､②讃員､読会事務局職員

の研修体制､③議員定数の基準､④会議の公開等住民への情報提供などについて､そ

の活性化方策を次のとおり提言している｡

地方分権の推進に伴う自己決定権と自己責任の拡大等に対応し､地方公共団体の意

思決定､執行機関に対するチェック等において､地方議会の果たすべき役割はますま

す大きくなると考えられる｡

このためく国及び地方公共団体は､次のような措置を講ずるものとする.

1 議会の機能強化等

(I) 地方公共団体における長と議会との機能バランスを保ちつつ､地方読会の組織

に関する自己決定権を尊重し､一層の活性化を因るため､国及び地方公共団体は､

次の措置を講ずるものとする｡

① 地方公共団体は､議決事件の条例による追加を可能とする規定 (地方自治法

96条2項)の活用に努めることO

② 国は､臨時読会の招集要件 (地方自治法101粂1項)､議員の議案提出要件

(同法 112条2項)､議員の修正動議の発議要件 (同法 115条の2)等の緩

和を検討すること｡

(2) 機関委任事務制度の廃止に伴い講5%_曾準眼が拡大することを踏まえ､地方公

｢ i



共団体は､議員とそれを補佐する議会事務局職員の調査能力､政策立案能力､法

制能力等の向上を図るための研修機会の拡大と研修内容の充実に努めるものとす

る｡

(3) 地方公共団体は､読会事務局職員の資質の向上と執行機関からの独立性の確保

を図る観点から､専門能力の育成強化を因るための共同研修の実施､相互の人事

交流の促進等の措置を積極的に講じ､中核となる職員の養成､議会事務局の体制

整備に努めるものとする｡

2 議会の組織 ･構成

(1) 地方公共団体は､常任委員会､議会運営委員会､特別委員会の設置に当たって

は､常にその必要性等を十分吟味した上で行うものとし､必要に応 じ､本会議中

心の運営を検討するものとする｡

(2) 国は､議員定数について､地域の実情等に応じた組織 ･構成の見直しが弾力的

に行えるよう､人口段階を大括りにするなど､基準の一層の弾力化を図る｡なお､

この基準の見直しに当たっては､減簸条例の制定状況を十分に勘案する｡

3 ･議会の運営

(i) 地方公共団体は､議会の公開制を高めるため､本会議に加え､委員会やその審

議記録の公開を一層進め､読会関係の事務についても､情報公開条例の対象に含

めるものとする｡

(2) 議会活動に対する住民の理解を深めるため､地方公共団体は､休日､夜間議会

の開催､住民と議会とが直接意見を交換する場の設定等に努めるものとする｡

(3) 無投票当選の増加､投票率の低下等の現状にかんがみ､国は､女性､勤労者等

の立候補を容易にするために必要な環境の整備を進めるとともに､専門職､名誉

職等読員身分のあり方についても､中期的な課題として検討を進める｡

この第2次勧告においては､それまでの各種答申等に比べれば､議会の改革に関す

る内容は格段に具体化したものとなっているが､｢抽象論が多く､実証性と現実性に欠

ける｣との指摘もある｡今後､地方制度調査会や政府において､より具体的な検討が

なされることを期待したい｡

なお､第2次勧告後においては､平成9年9月に第3次､同年 10月には第4次の

勧告がまとめられたが､いずれも議会に関して言及はなされていないo

(鼻)17九七滴 の好顆 砂的 断 り′最翻鰭住餌 町 描 いて轟躯 閣して
風胸挿 言乱射3･い.
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(5)第26次地方制度調査会の答申 (平成12年)

第26次地方制度調査会答申(抄)

r地方分権時代の住 民 自治制度のあり方及び地方軍財源の充実確保に関する答

申｣(平成12年10月25日)

地方議会制度のあり方

住民を幅広く代表する地方誌会は､当該地方公共団体の施策を策定又は決定する議事機

関としての機能及び長その他の執行機関の監視機関としての機能を有している｡これらの

機右削ま､いずれも住民自治制度を確立する上で必要不可欠なものであるが､地方公共団体

の自己決定権の拡大に伴い､住民の代表である地方議会の果たすべき役割の重要性がこれ

まで以上に高まっているところであるO

地方誌会がその役割を十全に果たすためには､地方公共団体の長と読会とが相互にその

機能を十分発揮しつつ､地方議会あるいはその構成員である鼓員が､自らの判断と責任に

おいて､自主的かつ自立的に活動できることとする必要があり､また､その際には､議会

と地域住民との信頼関係が確立されていることが必須の前提となる.しかしながら､近年､

ときとして常会と住民の意思の帝雛や上記の議会の機能の形骸化が指摘される場合がある｡

地方公共団体における議会は､住民自治の根幹をなす機関であるという原則を再認識した

上で､制度､運用の両面にわたり､その機能の充実を図っていくことが必要である｡

地方読会の活性化のためには､地方議会の議員に幅広い人材を確保し､議会の調査機能

や議員研修の充実を図るとともに､議会の運営に際し､その審議の透明性を高め､法会と

住民との意思疎通を促進することが極めて重要である｡現在も､-部の地方公共団体に率
いて､住民の傍聴等の利便を考慮して､夜間､休日に議会を開催するなどの取組が行われ

ているところであるが､このような取組の促進に加え､さらに､公聴会制度や参考人制度

の積極的活用を図る必要がある｡なお､議会審議の一層の活性化を図るという観点から､

学識経験者や地域 ･職域を代表する者等を審議に直接参加させる仕組みを設けることも今

後の検討鉄題とすべきである｡

さらに､地方議会の審議能力を向上させる観点から､読会事務局の補佐機能のより一層

の充実を図るべきである｡

なお､審議を行った事項のうち､ (目 地方議会の意見書の提出先として国会を追加す

てること､ (2)議員の調査研究のために必要な経費の-部として､条例により政務調査費
を交付することができることとするとともに透明性を強化すること､ (3)地方読会の自

治組織権を拡充するため､人口段階別の常任委員全数の制限を廃止することについては､

本年 5.月､地方自治法の一部改正 (平成 12年法律第89号)により制度改正がなされてい

るところである｡
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(6)地方分権改革推進会講の意見 (平成 16年5月)

地方分権推進会議意見 (抄)

地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備についての意見

一地方分権改革の一層の推進による自主 ･自立の地域社会をめざして-

(平成 16年5月12日)

i:lt:･I症 I
(略)

Ⅰ事務 ･事業の見直しや様々な方策による地方の自由度の拡大

(略)

Ⅱ 地方公共団体の行財政運営の改

1.住民自治の拡充と公私協働の推進

(略)

(2)議会の活性化

ア 情報公開､情報提供の重安牲

地方分権時代においては地方公共団体の自己決定権が拡大しており､また議会は代議制

民主主義の下における住民の代表機関であることから､住民自治を拡充するためには､地

方公共団体の議会の活性化が必要である｡

現在の議会は､条例､予算等の議決機能､政策立案機能､執行機関の監視機能等を有し

ているO従来､議決機能や監視機能の方に比重が置かれていたが､近年､詰員提出による

男女共同参画推進条例や非営利公益活動促進条例等のいわゆる政策的条例の制定も見られ

るようになってきている｡今後とも､政策立案機能をより強化していくことが必要である｡

読会活動においては､民意を汲み上げ､行政に反映することが重要である｡このために

は､議会活動に関する情報公開､情報捷供を積極的に推進し､住民の議会に対する関心を

高めることが必要である｡

このため､議事の公開については､地方自治法により原則として公開しなければならな

い本会議のみならず､実質的な放論が行われている委員会の議事についても積極的に取り

組むことが望ましい｡また､インターネットやケーブルテレビ等を活用したリアルタイム

での公開も含め､可能な限り情報提供を行うことにより､遠隔地にいる住民にも公開した

り､議場の大きさにかかわらず多数の住民に公開することを推進していくべきである｡

イ 議会の自主性の拡大

地域住民の意思を的確に反映させるためには､議会の構成が､地域住民の職業構成等を
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適切に反映したものとなっていることが望ましい｡特に､給与所得者の割合が高い大都市

通勤圏の地方公共団体では､このような住民が議員になることを容易にする配慮や､例え

ば､コス ト面にも留意しつつ住民ニーズを踏まえて夜間 ･土日の議会開催についても弾力

的な対応をとること等により､多様な階層を代表する議員が議会に参加することを可能と

する仕組みを整備することが必要である｡

議員定数については､我が国の総人口が 2006年をピークに減少-と転じるとともに､

地方も厳しい財政事情の下にあることを踏まえなければならない｡他方､蒔会は住民の代

表機関である以上､多様な住民意思の反映や議員の専門性向上のために一定規模の議員定

数が必要である｡これらを踏まえて､各地方公共団体の実情に応じて､議員定数の決定や

議員の処遇に関する議会改革を推進することが必要である｡

議員定数や報酬については､地域住民の総意により､自主的に決めるべきものである｡

この基本的な考え方に立って､議会に関する経費の交付税措置の在り方について､例えば

包括的に算入する等､地方における議員定数や報酬の決定に影響を与えないような仕組み

を検討し､見直すことが必要である｡

読会の組織制度 ･運営の在り方について､地方で自主的に決定できるようにすべきであ

る｡このためには､地方における意識改革が必要であるとともに､臨時会の招集請求要件

の緩和､一定の期間内に首長が招集しない場合における議長の招集権の容認､複数の常任

委員会への所属､委員会の議案提出権の容認等､国による環境整備も必要である｡

り 住民投票制度の論点

現行制度におい七は､議会を通じた間接民主制が基本であるが､直接民主主義の一種と

考えられる住民投票の活用も､間接民主制の補完や住民自治の拡充の手段の一つと考えら

れる｡

現在､個別施設の設置の可否､市町村合併等において､住民投票が行われている｡この

ような住民投票は､住民意識の向上と民意のタイムリーな把握等､住民自治の拡充に役立

つものと考えられる一方で､結論が安易な方向に流れたり､結果を覆すには再度の住民投

票が必要ではないかとの問題もある｡

今後､一般的な住民投票の制度的枠組み等の検討を探めるに当たっては､制度設計を国

の法律で定めるか地方の条例に委ねるか､住民投票の発議における首長や議会の判断の余

地をどの程度とするか､住民投票の対象事項をどうするか (限定列挙とするか､除外事項

の列挙とするか.)､住民投票の結果に拘束力を持たせるか (法的拘束力を有するのか､諮 I.
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間的なものとするか､司法との関わりをどうするか｡)､投票の成立要件をどうするか (投

票率の下限､広範囲にわたる問題についての区域の設定等)､現行の直接請求制度との関

係等について､意見の集約を図る必要がある.

なお､現在､市町村の合併の特例に関する法律 (以下 ｢合併特例軌 という｡)により

規定されている､市町村合併の是非を問う住民投票の例から見ても､住民投票を実施する

タイミングについては､慎重な判断が必要であり､制度設計の掛 こ念頭に置くべきである｡

(3)シティ･マネジャー制等の導入の検討

地方公共団体は､多様化 ･複雑化した今日の行政へのニーズに対応するためには､地方

の実晴や規模を踏まえ､専門的識見に基づく効率的な行財政運営を行うことが必要である｡

また､住民自治の拡充の観点も踏まえ､地方公共団体が組織の在り方を自主的に選択する

ことができるよう､画一的な制度規制をできる限り緩和すべきである｡例えば､小規模な

地方公共団体の場合には､こうしたニーズに対応した専門的織兄を有する人材の確保や､

その規模に応じた効率的 ･戦略的な組織体制の構築に向けた選択肢の拡大が望まれる｡

現行制度においても､助役等の特別職や任期付職員について､専門的識見を有する者の

外部からの登用は可能であり､また平成 15年の地方自治法改正により都道府県の局部の

数に関する制限が撤廃されたため､柔軟な組織体制の構築が可能となっている.既に局部

課制の廃止や組織のフラット化等を実施している地方公共団体も見られ､今後とも､地方

公共団体における創意工夫を期待する｡

更に踏み込んで､憲怯第 93条の ｢地方公共団体の長｣は執行機関の長を意味するのか､

憲法は議決機関と執行機関の分立を要請しているのか等の憲法上の論点や､予算調製権､

議会への議案の据出権等､首長に属する権限についてどのように考えるか等の論点につい

て十分考慮 しなければならないが､地方議会と首長の権限関係､執行機関の在り方等につ

いても地方が主体的に選択し､いわゆるシティ ･マネジャー制等の多様な選択肢の導入を

可能とすることについても検討すべきである｡

(略)

匝 地方分権改革推進のための地方行政体制整倒

(略)

t享亘iIIjjfl

(略)

→iI琶-





し､

(7)地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針

地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針 (抄)

平成17年3月29日
総務省

第 1計画的な行政改革の推進と説明責任の確保 (鰭)

笥 2 行政改革推進上の主要事項について

1.-7 (略)

8 地方議会,

(1)地方分権の進展に伴い､地方議会の果たすべき役割がますます増大して

おり､これを踏まえた議会運営が一層強く求められている｡その一方で議

員の定数や報酬に対する各方面からの批半岬ミあることにも留意する必要が
あり､住民等に対する説明真任を果たすよう努めること｡

(2)行政改車大網等の進捗状況や､執行機関の行う行政評価の結果等につい ･

て報告 ･説明を求めるなど､執行機関に対する監視機能を自ら高めていく

取組を積極的に行うとともに､住民の多様な意見を杷撞 し､集約 ･反映さ
せるための取組を積極的に行うことが望ましいこと｡

第3 総務省における推進方針 (略)

～15･･





(8)第28次地方制度調査会答申

第28次地方制度調査会答申

地方の自主性 ･自律性の拡大及び地方議会のあり方に関する答申について

(平成 17年 12月9日)

第2 議会のあり方

1 議会に対する期待と評価

議会には､多様な民意の反映､さまざまな利害の調整､住民の意見の集約などの役割

が求められており､議会の構成や運営において､議会の意思と住民の意思が帝離しない

ような努力が従前にも増して必要とされている｡

また､議会は､団体意思の決定を行う議事機関としての機能と､執行機関の監視を行

う監視機関としての機能を担っているが､地方分権時代において､これらの機能の充実 ･

強化が求められている｡

地方公共団体の自己決定権の拡大に伴い､団体意思の決定を行う前提として､議事機

関である議会の政策形成機能の充実が求められているはか､地方分権の推進に伴い､地

方公共団体の役割が拡大し､また住民への説明責任を果たすことがますます重要となっ

ていることから､執行機関に対する監視機能についても､その一層の充実強化が必要と

考えられる｡

他方､議会の現状については､民意の反映の側面からは､議員構成が多様な民意を反

映するものとなっていない､住民参加の取組が遅れているといった指摘､また監視機能

の側面からは､行政改革や公金支出への監視が十分でないなどの指摘のはか､議員定数

が多すぎる､報酬が高すぎる､透明性が低いなどの指摘もある｡

その一方で､休日､夜間の議会開催やインターネットの利用などにより積極的に議会

の審議の公開や広報活動を行う､あるいは住民との意思疎通を図る取組を行う､条例案

等の議員提出を積極的に行うなど､新しい時代の議会に期待される機能を発揮すべく､

さまざまな積極的取組を行って議会改革に取り組んでいる議会も見られる｡また､議員

定数､報酬についても自主的に抑制を行っている議会も多くなっている｡

2 議会のあり方の見直しに係る具体的方策の磯討

(1)具体的方策の検討の観点

議会のあり方については､このような議会の現状についての住民等の声や､先進的

な議会改革の取組事例を勘案しながら､先に述べた議会における利害調整機能､議事

機関としての政策形成機能､監視機関としての機能の充実が図られるよう､その見直

しを検討すべき時期に来ている｡

また､議会の自主性 ･自律性の拡大の観点から､議会の権限､長との関係など議会
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制度の基本的事項については法律で定めることとし､その組織及び運営についてはで

きるだけ議会の自主性 ･自律性にゆだねる方向で見直すことが必要であると考えられ

る｡

このほか､それぞれの議会において､改革に取り組んでいる先進的な取組を参考に

しつつ､現行制度の積極的な活用や適切な運用を進めることによって､議会の一層の

活性化やその果たすべき役割と現状評価の間にあるギャップの解消を図り､議会の自

己改革を進めていくべきである｡

(2)具体的方策

(丑 幅広い層からの人材確保等

住民を代表する議会の議員に幅広い人材を確保できるように､女性や勤労者が議

員として活動する上での便宜に資するよう休日､夜間等に議会を開催するなどの運

用上の工夫をすべきである｡また､制度面では､勤労者が議員に立候補でき､また､

議員として活動することができるような環境の整備､さらには地方公共団体の議会

の議員と当該団体以外の地方公共団体の職員との兼職を可能とすることも検討すべ

き課題である｡

(参 議会の組織

議会の組織に係る自主性 ･自律性の拡大等を図る見地から議員の複数の常任委員

会への所属制限を廃止することとし､一定の規律が必要な場合には､委員会条例に

必要な規定をおくこと等で対応することとすべきである｡

また､委員会の委員については､閉会中など一定の場合に委員会条例で定めると

ころにより､吉義長が指名することによって選任等ができるようにすべきである｡

(卦 議会の権能

ア 委員会の議案提出権

委員会審議の充実を踏まえ､現在､長又は議員に限られている議案提出権につ

いて､委員会にも認めるべきである｡

イ 専門的知見の括用

言義会における審議を充実し､政策形成機能の強化を図る見地から､公聴会､参

考人制度の活用､議会事務局の補佐機能の充実等について､それぞれの議会にお

ける取組が期待される｡

また､議会が､議案の審査又は当該地方公共団体の事務に関する調査のため必

要があると認めるときは､その議決により､学識経験を有する者等必要な者に､

個別具体の事項について調査 ･報告をさせることができることとするとともに､

複数の者の合議による調査､報告もできることとすべきである｡

り 議会の議決事件の拡大

議会の権能を拡大する見地からは､まず､議決事件の条例による追加を可能と

する規定を活用することにより､各地方公共団体の実情に応じた議決事件の追加
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を図ることが考えられる｡

なお､現在法定受託事務は議会が条例により追加することができる議決事件か

ら除外されているが､法定受託事務も地方公共団体の事務であることからすれば､

自治事務と同様議決事件の追加を認めることが適当であるものと考えられる｡こ

の点については､法定受託事務に関する関与の特性等にかんがみ､法定受託事務

と議会の議決との関係の整理について引き続き検討する必要がある｡

④ 議会の運営

ア 住民と議会との意思疎通の充実

民意を直接聴取し､議会を括牲化する手段として公聴会､参考人制度の活用が

期待される｡

また､休日､夜間議会の開催､ケーブルテレビ､インターネット等の手段を用

いた議会の審議状況の中継､審議記録の公表など審議の公開や議会に関する情報

の積極的な広報を､さらに充実すべきである｡

政務調査費については､議員の調査研究に資するため必要な経費の一部を交付

するという制度の趣旨にかんがみ､住民への説明責任を果たす観点から､その使

途の透明性を高めていくべきである｡

このほか､会議録を電磁的記録により作成することも可能とすべきである｡

イ 議会事務局の機能の充実

専門的能力を有する職員の養成 ･確保のための方策を検討するなど､議会事務

局の補佐機能や専門性の充実を図るべきである｡

6)議員の位置付けと定数

議員について､常勤 ･非常勤という職の区分とは別に､｢公選職｣という新しい概

念を設け位置づけの変更を行うべきであるという意見があるが､この点については､

｢公選職｣にどのような法的効果を持たせるのか､政治活動と公務の関係をどのよ

うに考えるのか､などの論点があり､引き続き倹討する必要がある｡

議会の議員定数については､その上限を法定しており､これを撤廃すべきである

という意見があるが､この点については､条例定数制度の施行から目が浅く､また､

市町村合併に伴う定数特例､在任特例等が平成22年3月の合併まで適用されるこ

となどの事情があり､少なくとも当分の間は現在の制度を維持することとした上で､

その後の制度のあり方について引き続き検討することとすべきである0

⑥ 長と議会の関係

ア 専決処分のあり方

専決処分は議会の権限に属する事項を長がやむを得ない場合に代わって行う制

度であることにかんがみ､その運用に当たって制度の趣旨を逸脱することがない

ような手当がなされるべきである｡

このため､｢議会を招集する暇がないと認めるとき｣の要件を見直し､制度本来
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の趣旨に即した要件の明確化を図るべきである｡その際､必要に応じて委任専決

についても検討すべきである｡

イ 議会の招集のあり方

議会の招集のあり方については､議会側が必要と認めるときに臨時会が必ず開

かれることを担保することが必要である｡この場合において､長と議会の関係や､

長が事実上議案の大半を提案しているという実態を踏まえれば､議長に招集請求

権を付与することとし､招集請求があるときには､長は一定期間内に招集しなけ

ればならないものとすべきである｡

また､議会審議に執行機関側が出席するのが通例となっているが､議員同士に

よる議論をより積極的に推進すべきである｡

⑦ 小規模自治体における議会制度のあり方

民意の適切な反映､効率的な議会運営等の観点から､少なくとも小規模な自治体

については､現行の会期制度を廃し､週 1回夜間などに定期的に会議を開くように

するなど､その規模に適した新たな制度を選択できるようにすることを､今後検討

すべきである｡
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（９）第 29 次地方制度調査会答申 

 

第 29 次地方制度調査会答申 

 

今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申 

（平成 21 年６月 16 日） 

 

第３ 議会制度のあり方 

  議会は、多様な民意を反映しつつ、団体意思の決定を行う機能と、執行機関の監視を行

う機能を担っているが、十分にその役割を果たしていないのではないかなどの指摘がなお

見られるところである。 

  地方分権の進展等に伴い、地方公共団体の処理する事務は今後さらに増大するとともに、

事務の処理に当たっても、条例により自主的に定めることのできる範囲が拡大するなど、

地方公共団体の責任領域が拡大するものと考えられ、議会機能のさらなる充実・強化が求

められている。 

  近年、それぞれの議会において、議会の活動理念とともに、審議の活性化や住民参加等

を規定した議会基本条例を制定するなど、従来の運用の見直しに向けた動きが見られると

ころであり、引き続きこのような自主的な取組が進められることが期待される。 

  分権型社会における議会の役割が十分に発揮されるようにするためには、自己改革の取

組に加え、以下のような方向での見直しを行うことが適当である。 

  

  １ 議会の団体意思決定機能や監視機能の向上策 

    住民自治に根差した地方行政を実現するとともに、その適正な運営を確保するため、

以下のような所要の見直しを行うべきである。 

   (1) 議決事件 

    ① 契約の締結及び財産の取得又は処分に係る議決 

      契約の締結及び財産の取得又は処分については、本来、執行機関限りで処理す

るという考え方もあるが、現行制度においては、地方公共団体の財政運営に与え

る影響等にかんがみ、政令で定める基準に従い条例で定めるものについては、議

会の議決を要するものとされている。 

      議会の監視機能を充実・強化するためには、議決事件の対象について条例で定

めることができる範囲を現行よりも合理的な範囲内で拡大すべきである。 

    ② 議決事件の追加 

      議会の議決事件については、地方自治法第９６条第１項において議決しなけれ

ばならないとされているもののほか、同条第２項により各地方公共団体の実情に

応じ、条例で任意に追加することができることとされている。 

      各地方公共団体においては、中長期的な地域の課題を議会で議論するため、総

合計画やその他の法定の計画を議決事件として追加するなどの取組が行われて
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おり、このような手法によって、一層議会の審議の活性化が図られることが期待

される。 

      また、現在法定受託事務は議会が条例により追加することができる議決事件か

ら除外されているが、第２８次地方制度調査会においても答申されたとおり、法

定受託事務も地方公共団体の事務であることからすれば、これを議決事件として

追加できるようにすることが適当であるものと考えられる。この点については、

法定受託事務のうち議決事件として追加することが適当でないと考えられるも

のにどのような措置を講じていくべきかなどについて、検討していく必要がある。 

   (2) 議会の監視機能 

    ① 議会に経営状況の報告を要する法人の範囲の拡大 

      長の調査権の対象となる法人及び長が議会に経営状況の報告を要する対象と

なる法人は、現行制度においては、当該地方公共団体が資本金、基本金その他こ

れらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人等とされている。 

      この点については、現在、監査委員の監査が資本金等の４分の１以上を出資し

ている法人等にまで及んでいることなどを踏まえ、議会の監視機能を高めるとい

う観点から、長の調査権の対象となる法人及び長が議会に経営状況の報告を要す

る対象となる法人についても、当該地方公共団体が資本金等の４分の１以上を出

資している法人等のうち、条例で定めるものにまで拡大することとすべきである。 

    ② 住民訴訟と議会の議決による権利放棄 

      住民訴訟のうち、地方自治法第２４２条の２第１項第４号に基づくいわゆる４

号訴訟は、住民が、違法な財務会計上の行為等を行った職員又はその相手方に対

して損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを、当該地方公共団体の執行機

関等に求める訴訟とされている。 

      近年、議会が、４号訴訟の係属中に当該訴訟で紛争の対象となっている損害賠

償請求権を放棄する議決を行い、そのことが訴訟の結果に影響を与えることとな

った事例がいくつか見られるようになっている。 

      ４号訴訟で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請求権を当

該訴訟の係属中に放棄することは、住民に対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟

制度の趣旨を損なうこととなりかねない。このため、４号訴訟の係属中は、当該

訴訟で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請求権の放棄を制

限するような措置を講ずるべきである。 

    ③ 議会における決算の認定 

      地方公共団体の決算は、毎会計年度、議会の認定に付さなければならないこと

とされているが、仮に議会が決算を認定しない場合には、まずは、議会が、その

審議等を通じ、長の予算執行や政策遂行上の問題点等決算を認定しない理由を長

や住民に対して明らかにするよう努めるべきである。 

      また、長は、議会から指摘された問題点等に関しては、決算の審議において、

その原因や善後策等を十分に説明するとともに、決算が認定されなかった場合に
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は、住民に対してもその善後策等を説明するよう努めるべきである。 

    ④ 議会の実地検査権等の監視機能 

      議会の監視機能は、監査委員の監査とは異なり、住民の代表機関といった立場

から、当該地方公共団体の行政全般にわたって果たされるべきである。 

      このような見地から、議会は執行機関に対する検査権、監査請求権や調査権等

を有しているところであるが、今後さらにこれらの権能を活用していくべきであ

る。 

      現在、議会は実地検査を行うことができず、そのような必要がある場合には監

査委員に対する監査請求により行うこととされている。この点について、仮に議

員選出の監査委員を廃止するのであれば、議会に実地検査権を付与すべきではな

いかとの意見や、監査委員の選任方法や構成についての検討状況にかかわらず、

議会に実地検査権を付与すべきとの意見があった。これに対し、議会に実地検査

権 27 を付与することについては、議会の有する監査請求権や調査権等との関係

をどのように考えるのか等の課題があるとの意見もあったところである。このよ

うなことから、議会の実地検査権については、現在の検査権や調査権の行使の状

況等も勘案しつつ、検討していくべきである。 

      また、議会の少数者による調査権等の行使を認めるべきであるとの意見があっ

たが、この点については、議会の意思決定がなされるまでの過程において、少数

者の意思をどのように汲み上げ実現していくか、それぞれの議会で様々な運用を

工夫していくことが適当である。 

   (3) 議会活動の透明性と議会事務局等 

    ① 議会活動の透明性 

      制度的な面だけでなく、実質的な面から議会の権能を高めていくためには、議

会が、住民の意思を十分に反映し、充実した審議を行うことが重要である。 

      そのためには、議員を選出した住民においても、議会における議論の内容や議

員の活動の実態等について、積極的に関心を持つことが期待される。 

      議会活動については、本会議のみならず、委員会等の活動も含め、住民にわか

りやすいような形で情報公開に努めるべきである。この点については、議案に対

する議員の賛否等の議論の経過や議案の情報について、インターネット等も活用

して公開していくことが求められる。 

    ② 議会事務局等 

      地方公共団体の自主的な政策立案の範囲が拡大するとともに、その処理する事

務も複雑化・高度化してきていることから、議会の政策形成機能や監視機能を補

佐する体制が一層重要となる。政策立案や法制的な検討、調査等に優れた能力を

有する事務局職員の育成や、議会図書室における文献・資料の充実など議会の担

う機能を補佐・支援するための体制の整備・強化が図られるべきである。 

  ２ 議会制度の自由度の拡大 

    議会制度のあり方については、できる限り選択の余地を認める方向で見直しを行う
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ことも、議会の機能の充実・強化に資するものであることから、以下の点につい

て検討を行った。 

   (1) 議員定数等 

     議会の議員定数については、現在、その上限を人口区分に応じて法定していると

ころであるが、議会制度の自由度を高めるため、定数の決定は各地方公共団体の

自主的な判断に完全に委ねることとし、法定上限を撤廃すべきである。この場合

において、各地方議会が議員定数を定めるに当たっては、住民の理解を得られる

ものとなるよう十分に配慮すべきである。 

      なお、議会の議事定足数について緩和又は撤廃すべきであるとの意見があった

が、一方で、議会は本来できるだけ多くの議員が出席して十分な議論がなされる

ことが期待されるとの意見もあり、この点については、引き続き議論を重ねてい

くことが必要である。 

   (2) 議会の招集と会期 

     現行制度において、議会は、定例会と臨時会に分けられ、定例会は、毎年、条例

で定める回数これを招集し、臨時会は、必要がある場合において、その事件に限り

これを招集することとされている。現在は、一年間に数回、一定の会期を定めて定

例会を開催するとともに、その会期以外においては、必要に応じて、臨時会を開催

するという形の議会運営が一般的となっている。 

     議会運営の柔軟性を高めるとともに、議会活動の活性化を促す見地からは、議会

運営のあり方についても、より弾力的な形態を考えていくことが求められる。 

     例えば、諸外国の地方議会においては、毎週定期的に会議を開催するなどの運営

も行われている。このような議会運営は、多様な人材が議会の議員として活動する

ことを容易なものとするほか、住民にとっても傍聴の機会が拡大するなど、住民に

身近な議会の実現に資するものと考えられる。我が国においても、特に、基礎自治

体の議会においては、このような柔軟な議会運営を可能とする要請は高いものと考

えられる。 

     今後一層住民に身近な議会を実現し、柔軟な議会運営を可能とする観点から、長

期間の会期を設定してその中で必要に応じて会議を開く方式を採用することや、現

行制度との関係や議会に関する他の諸規定との整合性に留意しつつ会期制を前提

としない方式を可能とすることなど、より弾力的な議会の開催のあり方を促進する

よう必要な措置を講じていくべきである。この場合、議場への出席を求められる執

行機関について、その職務遂行に支障が生じないように配慮すべきである。 

     このような方策を活用することを通じて、議会における議員同士の議論を行う機

会を拡大させ、議会の審議の充実・活性化につなげていくべきである。 

     議会の招集権については、長のみではなく議長にも付与すべきとの意見もあった

が、この点については、平成１８年の地方自治法の一部改正により、議長の臨時会

招集請求権が認められたところであり、この招集請求権の運用状況も見ながら、な

お引き続き検討していくべきである。 

24



  ３ 議会の議員に求められる役割等 

    議会の機能の充実・強化に伴い、議会の議員が果たすべき役割はますます重要なも

のとなっている。 

    議会が多様な民意を集約し、団体意思を決定していくためには、地方公共団体の住

民の多種多様な層から議員が選出され、議会を構成することが重要である。このこと

は、今後一層議会に求められる専門性を強化することにもつながるものと考えられる。 

   (1) 議員の役割等 

     議員の主な役割は、住民の意思を把握し、これを議会における審議・討論を通じ

て適切な形で地方公共団体の運営に反映させることである。個別の利益の実現を図

るため、行政に不当に介入し、その公正な執行を歪めるような議員の活動が見られ

るとすれば、住民の地方議会及び議員に対する信頼を著しく損なうものであって、

このような活動を厳に慎むべきことはいうまでもない。 

     なお、議員の活動に対しては、諸外国や戦前の地方議会に見られるように実費の

み支給し、原則として無報酬であるべきとの意見がある一方、現在我が国の地方議

会が有する権能、求められる役割の大きさ等からすると、一定水準の議員報酬は保

障されるべきとの意見もあったところである。 

   (2) 勤労者等の立候補や議員活動を容易にするための環境整備 

     現在、議会の運営としては、会期を一定期間に定め、平日昼間に集中して会議等

を開催する例が一般的である。平日の朝から夕方にかけて仕事に従事している勤労

者が議員として活動することを容易にするため、例えば、夜間、休日等に議会を開

催するなどの運用上の工夫を図ることが考えられる。 

     また、勤労者について、立候補を容易にするため、これに伴う休暇を保障する制

度や、議員活動を行うための休職制度、議員の任期満了後の復職制度等を導入する

ことなどが考えられる。この点については、我が国における労働法制のあり方やそ

の背景となる勤労者の意識、勤務実態等にも関わる課題であることから、まずは、

議会の活動を社会全体で支えるべきであるという意識の醸成に努めつつ検討して

いくべきである。 

     議員の構成については、女性の議員が男性の議員に比べて割合が低く、偏りが見

られることから、議会の運営上の工夫を含め、女性の議員をさらに増やすための方

策について、諸外国の取組などを参考としつつ検討すべきである。 

     公務員については、現行制度において、職務専念義務が課せられ、また、公務の

中立性の観点からその政治的行為が制限されているほか、公職への立候補の制限、

地方公務員については地方議会の議員との兼職の禁止等の規制がされている。 

     公務員が地方議会の議員として活動することは、行政分野に通じた人材が議員と

して活動することとなり、有益な面があることから、公職への立候補制限の緩和や、

地方公務員と当該地方公務員が所属する地方公共団体以外の団体の議会の議員と

の兼職禁止の緩和などの方策が必要ではないかとの意見がある。 

     この点については、公務員が政治的活動と密接不可分である議員活動を行うこと
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についての社会的な理解が得られることが前提となることから、公務員の職務の公

正な執行や職務専念義務のあり方等にも配慮しつつ、前記のような休暇制度、休

職・復職制度等の導入に関する検討と併せて、引き続き検討の課題としていくべき

である。 

   (3) 議員の位置付け 

     議員の活動は、議会における審議・討論にとどまるものではなく、政策形成のた

めの調査研究活動や住民の意思を把握するための諸活動等、広範にわたることから、

議員の位置付けやその職責・職務を法制化すべきであるとの意見がある。 

     この点については、今後の地方分権の進展や議会機能の充実・強化に伴う議員の

活動の実態を踏まえ、政治活動と公務との関係、議員の活動についての住民への説

明責任のあり方、職責・職務の法制化に伴う法的効果等を勘案しつつ、引き続き検

討することが必要である。 
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（10）「地方自治法抜本改正に向けての基本的な考え方」 

 

総務省 地方行財政検討会議 

 

 

 

「地方自治法抜本改正に向けての基本的な考え方」 

(平成 22 年 6 月 22 日) 

 

 

１．はじめに 

 

２．地方公共団体の基本構造のあり方 

 

３．長と議会の関係の見直しの考え方 

（１）現行制度の課題 

（２）見直しの考え方 

 

４．議会のあり方の見直しの考え方 

（１）議会に期待される機能とその現状 

（２）議会に期待される機能に応じた議会のあり方 

（３）「住民の縮図」としてふさわしい議員の構成 

（４）議会の議員の選挙制度のあり方 

（５）議会運営 

（６）議員の位置付け 

 

５．監査制度と財務会計制度の見直しの考え方 

（１）監査制度と財務会計制度をめぐる状況 

（２）監査制度の見直しの考え方 

  ① 現行制度の課題 

  ② 見直しの考え方 ～廃止を含め、ゼロベースで～ 

（３）財務会計制度の見直しの考え方 
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（12）「地方自治法抜本改正についての考え方（平成２２年）」 

 

総務省 地方行財政検討会議 

 

 

 

「地方自治法抜本改正についての考え方（平成２２年）」 

（平成 23 年１月 26 日） 

 

はじめに 

１．基本的な考え方 

 

２．地方公共団体の基本構造のあり方 

（１）現行制度の課題 

（２）地方公共団体の基本構造のあり方の見直し 

 

３．長と議会の関係のあり方 

（１）現行制度の課題 

（２）長と議会の関係のあり方の見直し 

 

４．住民自治制度の拡充 

（１）議会のあり方の見直し 

（２）代表民主制を補完する直接民主制的手法の充実 

 

５．国と地方の係争処理のあり方 

（１）現行制度の課題 

（２）国等による地方公共団体の不作為の違法確認訴訟制度の創設 

 

６．基礎自治体の区分・大都市制度のあり方 

 

７．広域連携のあり方 

 

８．監査制度・財務会計制度の見直し 

（１）監査制度・財務会計制度をめぐる状況 

（２）監査制度の見直し 

（３）財務会計制度の見直し 
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モデルと融合・分離の方向性
純粋分離型モデル

（議会と長を分離する純粋な二元代表制とするもの）

「自治体経営会議」モデル
（議員その他外部人材からなる合議体を設けるもの）

地方公共団体の基本構造について（たたき台）（地方行財政検討会議・第一分科会（平成22年7月30日））

別紙１
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多人数議会と副議決機関モデル
（多人数議会又は住民総会と副議決機関が併存するもの）

特別職の兼職許容モデル
（議員から副知事・副市町村長を選任するもの）

議員内閣モデル
（イギリスの「公選首長と内閣制度」が参考）
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見直し案①＜長の責任の明確化及び監査機能の外部化＞の考え方

改正案のイメージ

議 会

選挙 公表・報告等監視 報告等

住 民

外部監査人

・外部監査人へ委託

監査共同組織

・外部監査人の指定
・監査基準の設定
・資格付与
・研修の実施

＜監査のあり方＞
全国単一の監査共同組織が、外部監査人の指定、監査基準の設定、資格付与及び研修を担うこととする。
公信性を担保するため監査は外部化し、決算審査、健全化判断比率の審査をはじめ、要求監査及び合規性の随時監査等を外部監査

人へ委託する。

改正案の考え方

＜内部統制体制の整備＞
職員の職務執行のあり方をはじめとする内部統制システムの整備の決定等を長に義務付け、責任を明確化する。
長の補助機関としての内部統制担当部局が内部統制のモニタリングを行う。

委員会

委 員

各 部 局 会計管理者

内部統制体制の整備

内部統制
担当部局

長

監査制度の見直しの方向性について（たたき台）（地方行財政検討会議・第二分科会（平成22年7月22日））

別紙２
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見直し案② ＜内部と外部の監査機能の明確化＞ の考え方

改正案のイメージ

議 会

選挙 公表・報告等監視 報告等

住 民

外部監査人

・外部監査人へ委託

監査共同組織

・外部監査人の指定
・監査基準の設定
・資格付与
・研修の実施

＜外部の監査のあり方＞
全国単一の監査共同組織が、外部監査人の指定、監査基準の設定、資格付与及び研修を担うこととする。
決算審査、健全化判断比率の審査及び合規性の随時監査等を外部監査人へ委託する。

改正案の考え方

＜内部統制体制の整備＞
職員の職務執行のあり方をはじめとする内部統制システムの整備の決定等を長に義務付け、責任を明確化する。
長の補助機関としての内部統制担当部局が内部統制のモニタリングを行う。

＜内部の監査のあり方＞
長の補助機関である会計管理者とは別に独立した執行機関として「内部監査役（議会の同意を得て、長が任命）」

を設ける。

委員会

委 員

各 部 局 会計管理者

内部監査役
独立した執行機関

内部統制体制の整備

内部統制
担当部局

長
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